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⼭⽥太郎のフリーランス保護策の活動まとめ①

2016年 5⽉26⽇
l 内閣委員会 質疑（アニメ産業の実態について）
資本⾦1000万円以下の会社から請負契約で仕事を受けているフリーランスなどは全く保護されていないとして指摘。
フリーランスの実態の調査を厚労省にも強く求めました。

2019年 4⽉27⽇
〜5⽉31⽇

l 経産省 「アニメーション制作業界における下請適正取引等の推進のためのガイドライン」の改訂版
（案）及び同概要版（案）についてパブリックコメントを実施
→意⾒数 2882件

l 総務省「放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン」(改訂版)(案)及び同概要(案)に
ついてパブリックコメントを実施
→意⾒数 2245件

政
府

2016年 12⽉14⽇ l 「下請代⾦⽀払遅延等防⽌法に関する運⽤基準」の改正政
府

2019年 ８⽉9⽇
l 経産省 「アニメーション制作業界における下請適正取引等の推進のためのガイドライン」の改訂版
及び同概要版を策定

l 総務省「放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン」(改訂版)及び同概要を策定
政
府

国
会
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⼭⽥太郎のフリーランス保護策の活動まとめ②

2019年 11⽉7⽇
l 内閣委員会 質疑 (フリーランスの定義、フリーランスに関するガイドラインについて)
政府は多様な働き⽅を可能とするために、働き⽅改⾰を進めているが、その中でフリーランスについての議論が抜け落
ちていると指摘。⻄村担当⼤⾂は、重要な指摘であると認識を⽰した上で、内閣官房が中⼼となって今は共通の定
義がないフリーランスについて政府統⼀の定義を作ることと、その実態について調査するとの答弁がありました。

2019年 12⽉19⽇
l 特定商取引法ガイドを所管の消費者庁に問い合わせ、修正
フリーランスの⽅からお問い合わせ頂いた、『フリーランスで通販をする場合、サイト上に⽒名・住所・電話番号を載せる
必要があるのか』という問題について、消費者庁のホームページに掲載している通信販売広告Q＆A｜特定商取引法
ガイドを修正してもらいました。

2020年 1⽉14⽇
l フリーランス政策が「政府の新たな成⻑戦略実⾏計画策定に関する中間報告 未来投
資会議」に掲載
内閣・厚労・公取とそれぞれが別々で議論していたフリーランスについて、内閣官房で⼀元的に政策を進めることで、
まずは、政府の統⼀的な定義を初めて作ることになった。

2020年 2⽉〜3⽉ l 内閣官房と関係省庁が連携し、フリーランスの実態を把握するための調査を実施

政
府

政
府

国
会

国
会
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⼭⽥太郎のフリーランス保護策の活動まとめ③

2020年 3⽉10⽇
l 内閣委員会 質疑（フリーランスの定義、フリーランスと下請法との関係）
未だ厚労省・中企庁・内閣府でフリーランスの定義と対象⼈数が異なることを指摘。⻄村⼤⾂より「今後は内閣官房
の元でフリーランスに関しては整理をし、実態把握や政策的にどのように対応していくか進めていく」といった前向きな答
弁がありました。また、フリーランスの取引について「下請法の規律を働かせるべきだ」と強く訴えました。

2020年 6⽉25⽇
l 全世代型社会保障検討会議において、政策の⽅向性について検討
政策の⽅向性について検討し、多様な働き⽅の拡⼤、ギグエコノミーの拡⼤による⾼齢者雇⽤の拡⼤、健康寿命 の
延伸、社会保障の⽀え⼿・働き⼿の増加などの観点からも、個⼈がフリーランス を選択できる環境を整える必要があ
るといった結論となる。

政
府

2020年 7⽉17⽇
l 成⻑戦略実⾏計画（閣議決定）
フリーランスとして安⼼して働ける環境を整備するため、政府として⼀体的に、以下の保護ルールの整備を⾏う
①実効性のあるガイドラインの策定 ②⽴法的対応の検討 ③執⾏の強化 ④労働者災害補償保険等の更なる
活⽤

政
府

2020年 12⽉24⽇〜
2021年 １⽉25⽇

l 事業者とフリーランスとの取引についてのガイドライン(案)に関するパブリックコメントを実
施

政
府

国
会
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⼭⽥太郎のフリーランス保護策の活動まとめ④

2021年 8⽉11⽇
l フリーランスと契約書 義務拡⼤へ
フリーランスで働く⼈の法的保護を強化するため、業務発注時に契約書⾯の作成を義務付ける事業者の対象を拡⼤する⽅針を固めた。
来年の通常国会に関連法案を提出する⽅向で調整。

2021年 3⽉26⽇
l 「フリーランスとして安⼼して働ける環境を整備するためのガイドライン」策定
内閣官房、公正取引委員会、中⼩企業庁、厚⽣労働省連盟でガイドラインの策定。担当者とインナーで何度も打
合せをしました。

政
府

政
府

下請法に1000万円の資本⾦要件があり⼗分に保護が⾏われてないのが実情。
資本⾦要件の⾒直しが必要。引き続き働き掛け実現を⽬指します︕
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l 内閣/厚労省/中企庁でフリーランスの定義が異なる
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2019年6⽉8⽇
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2019年8⽉27⽇
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2019年11⽉12⽇
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2019年12⽉20⽇
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2020年3⽉12⽇
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2020年9⽉9⽇
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2021年8⽉11⽇



Page No. 13

フリーランスが政府⽂書に掲載（令和元年12⽉19⽇）
・政府の新たな成⻑戦略実⾏計画策定に関する中間報告 未来投資会議 p４
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フリーランスが政府⽂書に掲載（令和元年12⽉19⽇）

・政府の全世代型中間保障検討会議中間報告 全世代型社会保障検討会議 p８


